
 

 

平平成成３３１１年年度度地地区区花花火火大大会会事事業業補補助助金金交交付付要要綱綱   

３３１１生生文文文文第第１１２２６６号号   

令令 和和 元元 年年 ５５ 月月 ７７ 日日  

（（趣趣旨旨））   

第第１１     ここのの要要綱綱はは、、区区市市町町村村がが主主催催すするる花花火火大大会会及及びび区区市市町町村村がが補補助助すするる花花火火大大会会

（（以以下下「「大大会会事事業業」」とといいうう。。））にに係係るる経経費費のの一一部部をを補補助助すするるここととにによよりり、、大大会会事事

業業のの円円滑滑なな運運営営及及びび東東京京ににおおけけるる伝伝統統文文化化のの振振興興をを図図るるたためめにに必必要要なな事事項項をを定定めめ

るるももののととすするる。。   

（（補補助助対対象象者者））   

第第２２     補補助助のの対対象象ととななるる者者（（以以下下「「補補助助対対象象者者」」とといいうう。。））はは、、次次にに掲掲げげるる者者ととすす

るる。。   

    （（１１））大大会会事事業業をを主主催催すするる区区市市町町村村   

    （（２２））区区市市町町村村のの補補助助をを受受けけてて、、大大会会事事業業をを主主催催すするる地地元元住住民民及及びび関関係係団団体体のの代代

表表者者をを主主体体ととししてて組組織織さされれるる実実行行委委員員会会、、観観光光協協会会、、商商工工会会等等（（以以下下「「委委員員会会

等等」」とといいうう。。））   

２２  １１のの規規定定ににかかかかわわららずず、、１１  ((２２))のの委委員員会会等等がが暴暴力力団団員員等等（（東東京京都都暴暴力力団団排排除除条条   

  例例（（平平成成２２３３年年東東京京都都条条例例第第５５４４号号。。以以下下「「暴暴排排条条例例」」とといいうう。。））第第２２条条第第３３号号にに   

  規規定定すするる暴暴力力団団員員及及びび同同条条第第４４号号にに規規定定すするる暴暴力力団団関関係係者者ををいいうう。。以以下下同同じじ。。））及及   

  びび次次にに掲掲げげるるももののにに該該当当すするる場場合合はは、、ここのの要要綱綱にに基基づづくく補補助助金金のの交交付付対対象象ととししなないい。。  

（（１１））   暴暴力力団団（（暴暴排排条条例例第第２２条条第第２２号号にに規規定定すするる暴暴力力団団ををいいうう。。））   

（（２２））   委委員員会会等等のの代代表表者者、、役役員員又又はは使使用用人人そそのの他他のの従従業業者者若若ししくくはは構構成成員員にに暴暴力力   

  団団員員等等にに該該当当すするる者者ががああるるもものの。。   

３３  １１（（１１））のの区区市市町町村村ににああっっててはは１１回回にに限限りり補補助助対対象象者者ととななるるここととががででききるる。。   

ままたた、、同同（（２２））のの委委員員会会等等ににああっっててはは、、当当該該委委員員会会等等がが属属すするる区区市市町町村村ににつつきき

１１団団体体にに限限りり補補助助対対象象者者ととななるるここととががででききるる。。たただだしし、、区区市市町町村村がが補補助助対対象象者者とと

ななるる場場合合はは、、当当該該区区市市町町村村にに属属すするる委委員員会会等等はは補補助助対対象象者者ととななるるここととががででききなないい。。  

（（補補助助事事業業及及びび補補助助金金のの額額等等））   

第第３３   補補助助のの対対象象ととななるる事事業業（（以以下下「「補補助助事事業業」」とといいうう。。））及及びび補補助助金金のの額額はは、、別別

表表１１ののととおおりりととしし、、予予算算のの範範囲囲内内ににおおいいてて補補助助すするる。。   

２２  補補助助のの対対象象ととななるる経経費費のの区区分分はは、、別別表表２２ののととおおりりととすするる。。   

３３   補補助助のの対対象象ととななるる期期間間（（以以下下「「補補助助対対象象期期間間」」とといいうう。。））はは、、ここのの要要綱綱のの施施行行

のの日日かからら令令和和２２年年３３月月３３１１日日ままででととすするる。。   

（（補補助助金金のの配配分分））   

第第４４   第第３３   １１のの規規定定にによよるる補補助助事事業業者者にに対対すするる補補助助金金のの額額はは、、別別にに定定めめるる平平成成   

３３１１年年度度地地区区花花火火大大会会事事業業補補助助金金交交付付委委員員会会のの意意見見をを聴聴いいてて決決定定すするるももののととすするる。。  

（（交交付付のの時時期期等等））   

第第５５   ここのの補補助助金金はは、、補補助助対対象象者者のの事事業業計計画画及及びび事事業業執執行行状状況況にに応応じじてて交交付付すするるもも

ののととしし、、概概算算払払ととすするる。。   

  

 



 

 

（（交交付付のの申申請請））   

第第６６   補補助助金金のの交交付付をを申申請請ししよよううととすするる補補助助対対象象者者はは、、補補助助金金交交付付申申請請書書（（別別記記第第

１１号号様様式式））をを東東京京都都知知事事（（以以下下「「知知事事」」とといいうう。。））がが指指定定すするる期期日日ままででにに知知事事にに

提提出出ししななけけれればばななららなないい。。   

（（交交付付のの決決定定））   

第第７７   知知事事はは第第６６のの規規定定にによよるる申申請請ががああっったたととききはは、、そそのの内内容容をを審審査査しし、、適適当当とと認認

めめたたととききはは、、補補助助金金のの交交付付をを決決定定しし、、交交付付決決定定書書（（別別記記第第２２号号様様式式））にによよりり通通知知

すするる。。   

２２   知知事事がが必必要要とと認認めめたた場場合合ににはは、、補補助助をを受受けけよよううととすするる第第２２   １１（（２２））のの委委員員会会

等等がが第第２２   ２２にに規規定定すするる暴暴力力団団員員等等ででああるるかか否否かかのの確確認認ののたためめ、、警警視視庁庁へへ照照会会すす

るる。。   

（（申申請請のの撤撤回回））   

第第８８   補補助助対対象象者者はは、、第第７７のの規規定定にによよるる交交付付決決定定書書をを受受領領ししたた場場合合ににおおいいてて補補助助金金

のの交交付付決決定定のの内内容容又又ははここれれにに付付ししたた条条件件にに異異議議ががああるるととききはは当当該該交交付付決決定定書書をを受受

けけたた日日のの翌翌日日かからら１１４４日日以以内内にに、、申申請請のの撤撤回回ををすするるここととががででききるる。。   

（（補補助助金金のの請請求求及及びび交交付付））   

第第９９   補補助助対対象象者者はは、、第第７７のの規規定定にによよるる交交付付決決定定書書をを受受けけたたととききはは、、知知事事のの指指定定すす

るる期期日日ままででにに補補助助金金交交付付請請求求書書（（別別記記第第３３号号様様式式））をを知知事事にに提提出出ししななけけれればばななららなな

いい。。   

２２   知知事事はは、、１１のの請請求求ががああっったたととききはは、、そそのの内内容容をを確確認認しし、、補補助助金金のの支支払払をを適適当当とと

認認めめたたととききはは、、ここれれをを支支払払ううももののととすするる。。   

（（事事情情変変更更にによよるる決決定定のの取取消消しし等等））   

第第１１００   知知事事はは、、補補助助金金のの交交付付決決定定後後、、雨雨天天、、荒荒天天、、天天災災地地変変そそのの他他のの理理由由にによよりり

補補助助事事業業をを遂遂行行すするるここととがが困困難難ととななっったた場場合合はは、、そそのの決決定定のの全全部部若若ししくくはは一一部部をを

取取りり消消しし、、又又ははそそのの決決定定のの内内容容若若ししくくははここれれにに付付ししたた条条件件をを変変更更すするるここととががああるる。。

たただだしし、、補補助助対対象象経経費費のの一一部部又又はは全全部部がが、、既既にに契契約約等等にによよりり発発生生ししたた場場合合ににはは、、

ここのの限限りりででははなないい。。   

２２   知知事事はは、、１１のの規規定定にによよるる補補助助金金のの交交付付決決定定のの取取消消ししにによよりり特特別別にに必必要要ととななっったた

事事務務又又はは補補助助対対象象経経費費のの一一部部若若ししくくはは全全部部がが、、既既にに契契約約等等にによよりり発発生生ししたた事事業業にに

係係るる経経費費（（花花火火のの購購入入又又はは打打上上げげをを行行ううたためめにに締締結結ししたた契契約約のの解解除除にによよりり必必要要とと

ななっったた賠賠償償金金のの支支払払にに要要すするる経経費費をを含含むむ。。））ににつついいてて補補助助金金をを交交付付すするるここととががでで

ききるる。。   

（（承承認認事事項項））   

第第１１１１   補補助助対対象象者者はは、、補補助助事事業業をを中中止止しし、、又又はは廃廃止止ししよよううととすするるととききはは、、ああららかか

じじめめ知知事事のの承承認認をを受受けけななけけれればばななららなないい。。   

（（事事故故報報告告））   

第第１１２２   補補助助対対象象者者はは、、補補助助事事業業がが補補助助対対象象期期間間内内にに完完了了ししなないい場場合合又又はは補補助助事事業業

のの遂遂行行がが困困難難ににななっったた場場合合はは、、速速ややかかににそそのの理理由由及及びび状状況況をを事事故故報報告告書書((別別記記第第４４

号号様様式式))にによよりり知知事事にに報報告告しし、、そそのの指指示示をを受受けけななけけれればばななららなないい。。   

  



 

 

（（遂遂行行命命令令））   

第第１１３３   知知事事はは、、地地方方自自治治法法（（昭昭和和２２２２年年法法律律第第６６７７号号））第第２２２２１１条条第第２２項項のの規規定定

にによよるる調調査査等等にによよりり、、補補助助事事業業がが補補助助金金のの交交付付決決定定内内容容又又ははここれれにに付付ししたた条条件件にに

従従っってて遂遂行行さされれてていいなないいとと認認めめるるととききはは、、補補助助対対象象者者にに対対しし、、ここれれららにに従従っってて当当

該該補補助助事事業業をを遂遂行行すすべべききここととをを命命ずずるる。。   

２２   補補助助対対象象者者がが１１のの命命令令にに違違反反ししたたととききはは、、知知事事はは補補助助対対象象者者にに対対しし、、当当該該事事業業

のの一一時時停停止止をを命命ずずるるここととががででききるる。。   

（（実実績績報報告告））   

第第１１４４  補補助助対対象象者者はは、、補補助助事事業業のの終終了了後後、、速速ややかかにに実実績績報報告告書書（（別別記記第第５５号号様様式式））

にによよりり、、知知事事にに報報告告ししななけけれればばななららなないい。。   

（（補補助助金金のの額額のの確確定定））   

第第１１５５  知知事事はは、、第第１１４４のの規規定定にによよるる実実績績報報告告書書のの審審査査やや必必要要にに応応じじてて行行うう調調査査等等   

  にによよりり、、当当該該事事業業のの成成果果がが補補助助金金のの交交付付のの決決定定のの内内容容及及びびここれれにに付付ししたた条条件件にに適適   

  合合すするるとと認認めめたたととききはは、、交交付付すすべべきき補補助助金金のの額額をを確確定定しし、、補補助助対対象象者者にに対対しし、、額額   

  のの確確定定書書（（別別記記第第６６号号様様式式））にによよりり通通知知すするる。。   

（（精精算算書書のの提提出出））   

第第１１６６   補補助助対対象象者者はは、、第第１１５５のの規規定定にによよるる額額のの確確定定書書をを受受けけたたととききはは、、速速ややかかにに

交交付付金金額額のの計計算算のの基基礎礎をを明明ららかかににししたた精精算算書書（（別別記記第第７７号号様様式式））をを知知事事にに提提出出しし

ななけけれればばななららなないい。。   

（（是是正正ののたためめのの措措置置））   

第第１１７７   知知事事はは、、第第１１５５のの規規定定にによよるる調調査査等等のの結結果果、、補補助助事事業業のの成成果果がが補補助助金金のの交交

付付のの決決定定のの内内容容又又ははここれれにに付付ししたた条条件件にに適適合合ししなないいとと認認めめるるととききはは、、補補助助対対象象者者にに

対対しし当当該該補補助助事事業業ににつつきき、、ここれれにに適適合合ささせせるるたためめのの措措置置をを採採るるべべききここととをを命命ずずるる。。  

（（決決定定のの取取消消しし））   

第第１１８８   知知事事はは、、補補助助対対象象者者がが次次ののいいずずれれかかにに該該当当すするるととききはは、、補補助助金金のの交交付付のの決決

定定のの全全部部又又はは一一部部をを取取りり消消すすここととががああるる。。   

（（１１））偽偽りりそそのの他他不不正正のの手手段段にによよりり補補助助金金のの交交付付のの決決定定をを受受けけたたとときき。。   

（（２２））補補助助金金をを他他のの用用途途にに使使用用ししたたとときき。。   

（（３３））補補助助金金のの交交付付のの決決定定のの内内容容若若ししくくははここれれにに付付ししたた条条件件そそのの他他法法令令又又ははここのの要要

綱綱にに基基づづくく命命令令にに違違反反ししたたとときき。。   

（（４４））  第第２２   １１（（２２））のの委委員員会会等等（（代代表表者者、、役役員員又又はは使使用用人人そそのの他他のの従従業業員員若若ししくく

はは構構成成員員をを含含むむ。。））がが暴暴力力団団員員等等にに該該当当すするるにに至至っったたとときき。。   

２２   １１のの規規定定はは、、第第１１５５のの規規定定にによよるる額額のの確確定定ががああっったた後後ににおおいいててもも適適用用ががああるるもも

ののととすするる。。   

（（補補助助金金のの返返還還））   

第第１１９９   知知事事はは、、第第１１００又又はは第第１１８８のの規規定定にによよりり補補助助金金のの交交付付のの決決定定をを取取りり消消ししたた

場場合合ににおおいいてて、、補補助助事事業業のの当当該該取取消消ししにに係係るる部部分分にに関関しし、、既既にに補補助助事事業業者者にに補補助助

金金がが交交付付さされれてていいるるととききはは、、期期限限をを定定めめてて、、そそのの返返還還をを命命ずずるる。。   

２２   第第１１５５のの規規定定にによよりり交交付付すすべべきき補補助助金金のの額額をを確確定定ししたた場場合合ににおおいいてて、、既既ににそそのの

額額をを越越ええるる補補助助金金がが交交付付さされれてていいるるととききはは、、期期限限をを定定めめててそそのの返返還還をを命命ずずるる。。   



 

 

（（違違約約加加算算金金及及びび延延滞滞金金））   

第第２２００   補補助助対対象象者者はは、、第第１１８８   １１のの規規定定にに基基づづきき補補助助金金のの交交付付のの決決定定のの全全部部又又はは

一一部部をを取取りり消消さされれ、、そそのの補補助助金金のの返返還還をを命命ぜぜらられれたたととききはは、、当当該該命命令令にに係係るる補補助助

金金のの受受領領のの日日かからら納納付付のの日日ままででのの日日数数にに応応じじ、、当当該該補補助助金金のの額額（（そそのの一一部部をを納納付付

ししたた場場合合ににおおけけるるそそのの後後のの期期間間ににつついいててはは、、既既納納額額をを控控除除ししたた額額））ににつつきき年年１１００．．

９９５５パパーーセセンントトのの割割合合でで計計算算ししたた違違約約加加算算金金 ((１１００００円円未未満満のの場場合合をを除除くく。。 ))をを納納

付付ししななけけれればばななららなないい。。   

２２   知知事事がが補補助助対対象象者者にに対対しし、、補補助助金金のの返返還還をを命命じじたた場場合合ににおおいいてて、、補補助助事事業業者者がが

ここれれをを納納付付期期限限ままででにに納納付付ししななかかっったたととききはは、、補補助助事事業業者者はは、、納納期期日日のの翌翌日日かからら

納納付付のの日日ままででのの日日数数にに応応じじ、、そそのの未未納納額額ににつつきき年年１１００．．９９５５パパーーセセンントトのの割割合合でで

計計算算ししたた延延滞滞金金（（１１００００円円未未満満をを除除くく。。））をを納納付付ししななけけれればばななららなないい。。   

（（違違約約加加算算金金及及びび延延滞滞金金のの計計算算））   

第第２２１１   知知事事がが第第２２００   １１のの規規定定にによよりり違違約約加加算算金金のの納納付付をを命命じじたた場場合合ににおおいいてて、、

補補助助対対象象者者のの納納付付ししたた金金額額がが返返還還をを命命じじたた補補助助金金のの額額にに達達すするるままでではは、、そそのの納納付付

金金はは、、ままずず当当該該返返還還をを命命じじたた補補助助金金のの額額にに充充ててるるももののととすするる。。   

２２   知知事事がが第第２２００   ２２のの規規定定にによよりり延延滞滞金金のの納納付付をを命命じじたた場場合合ににおおいいてて、、返返還還をを命命

じじたた補補助助金金のの未未納納付付額額のの一一部部がが納納付付さされれたたととききはは、、当当該該納納付付のの日日のの翌翌日日以以降降のの期期

間間にに係係るる延延滞滞金金のの計計算算のの基基礎礎ととななるるべべきき未未納納付付額額はは、、そそのの納納付付額額をを控控除除ししたた額額にに

よよるるももののととすするる。。   

（（帳帳簿簿等等のの整整理理保保存存））   

第第２２２２   補補助助対対象象者者はは、、補補助助事事業業にに係係るる収収入入及及びび支支出出をを明明ららかかににししたた帳帳簿簿をを備備ええ、、

かかつつ、、当当該該収収入入及及びび支支出出ににつついいててのの証証拠拠書書類類そそのの他他関関係係書書類類をを当当該該事事業業のの属属すするる

会会計計年年度度終終了了後後５５年年間間整整理理保保存存ししななけけれればばななららなないい。。   

（（そそのの他他））   

第第２２３３   ここのの補補助助金金のの交交付付にに関関ししててはは、、ここのの要要綱綱にに定定めめるるももののののほほかか、、東東京京都都補補助助

金金等等交交付付規規則則（（昭昭和和３３７７年年東東京京都都規規則則第第１１４４１１号号））のの定定めめるるととこころろにによよるる。。   

  

附附  則則    ここのの要要綱綱はは、、令令和和元元年年５５月月７７日日かからら施施行行すするる。。   

 



 

 

 

 別表１（第３ １関係） 

 

花火大会の規模 

 

補助金の額 

 

 打上花火 

 スターマイン 

 

※補助対象花火は、２

号（直径６㎝）以上と

し、仕掛け花火は除外

する。 

 

５，０００発 以上 

 

1,000,000円 以下 

600,001円 以上 

 

５，０００発 未満 

３，０００発 以上 

 

 600,000円 以下 

400,001円 以上 

 

３，０００発 未満 

１，５００発 以上 

 

 400,000円 以下 

300,001円 以上 

 

 １，５００発 未満 

  ２００発 以上 

 

300,000円 以下 

200,001円 以上 

 

 

 

  別表２（第３ ２関係） 

 

区 分 

 

科 目 

 

内 容 

 

  

 

  

 

 

  

 

  

 

補助対象経費 

 

花火費 

 

花火購入費、花火打上費（花火打上げに直接使用

する設備費含む。打上台船借上費等） 

 

 

補助対象外経費 

 

 

会場費 

広報費 

管理費 

 

会場設営費、会場警備費等 

印刷費等 

会議費、通信費、保険料、事務費等           



 

 

別記 

第１号様式（第６関係） 

                           令和  年  月  日 

  東京都知事 様 

                申請者  住  所 

                    名 称 

                                        代表者 職氏名                   印 

 

平成３１年度地区花火大会事業に伴う補助金交付申請書 

 

  このことについて、「平成３１年度地区花火大会事業補助金交付要綱」第６の規定に

基づき、下記のとおり補助金の交付を申請します。 

 

                  記 

 

１ 補助事業名 

 

 ２ 補助事業の実施日、目的及び内容（規模） 

（１） 実施日 

令和 年 月 日（ ） 

 

（２）目的 

 

 

（３）内容（規模） 

打上花火総数 花火大会総経費 補助対象花火数 補助対象事業費 

 

            発 

 

            円 

 

            発 

 

            円 

 

 ３ 補助金交付申請額 

   金          円 

 

 ４ 添付資料 

  （１）補助事業に係る事業計画書 

  （２）補助事業に係る収支予算書 

 （３）団体の定款又は規約 

    （印鑑登録のある団体については、印鑑証明の写しを添付すること。） 

 （４）誓約書（要綱第２ １（１）は除く。） 

 （５）その他：補助事業に係る花火購入費、打上費の見積書（写）など



 

 

第２号様式（第７関係） 

 

３１生文文第   号 

 

              申請者  住  所 

                                    名 称 

                  代表者 職氏名 

 

 

 

  令和  年  月  日付けで申請のあった平成３１年度地区花火大会事業に伴う 

 補助金について、下記のとおり交付する。 

 

 

    令和  年  月  日 

                                     
                                      東京都知事            印  

  

 

記 

 

 

 １ 補助事業名 

 

 

 

 ２ 補助金額 

   金          円 

 

 

 ３ 補助条件 

    

 

 

 ４ 申請の撤回 

   この交付の決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、この交付 

  決定書を受けた日の翌日から１４日以内に、申請を撤回することができる。  



 

 

第３号様式（第９関係） 

 

                         令和  年  月  日 

 

  東京都知事 様 

 

                   申請者  住  所 

                      名 称 

                                       代表者 職氏名                印 

 

 

 

平成３１年度地区花火大会事業に伴う補助金交付請求書 

 

 

 

  令和  年  月  日付３１生文文第   号で交付決定を受けた平成３１年度 

 地区花火大会事業に伴う補助金の交付を下記のとおり請求します。 

 

 

                  記 

 

 

 １ 補助事業名 

 

 

 

 ２  補助金交付請求額 

   金          円 

 

 



 

 

第４号様式（第１２関係） 

 

                          令和  年  月  日 

 

  東京都知事  様 

 

                                   申請者  住  所 

                      名 称 

                                           代表者 職氏名        印 

 

 

        平成３１年度地区花火大会事業に伴う事故報告書 

 

 

 このことについて、「平成３１年度地区花火大会事業補助金交付要綱」第１２の規

定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

 

                    記 

 

 

１ 補助事業名  

 

 

２ 実施予定日時 

 

 

３ 補助金交付額 

 

 

４ 中止までの経緯 

 

 

５ 中止の理由 

 

 

６ その他 

 

 

 



 

 

 

第５号様式（第１４関係） 

 

                          令和  年  月  日 

 

   東京都知事  様 

 

                                   申請者  住  所 

                      名 称 

                                           代表者 職氏名        印 

 

 

  令和  年  月  日付３１生文文第   号で交付決定を受けた平成３１年度 

 地区花火大会事業に伴う補助事業の実績を下記のとおり報告します。  

 

 

  記 

 

 

 １  事業実績 

 

 

花火数 
花火大会 

総経費 

補助対象 

花火数 

補助対象 

事業費 
都補助金  

 

計画 

 

 

          発 

 

 

          円 

 

 

          発 

 

 

          円 

(交付申請額) 

 

        円 

 

実績 

 

 

          発 

 

 

          円 

 

 

          発 

 

 

          円 

 (交付決定済額) 

 

        円 

 

 

 ２ 添付書類 

 （１）補助事業に係る事業実施状況報告書 

 （２）補助事業に係る収支決算書 

 （３）補助事業に係る花火購入代金の領収書(写し)等、支払証明資料 

 （４）その他 

 

 



 

 

第６号様式（第１５関係） 

 

                           ３１生文文第   号

  

 

                      

                  申請者  住  所 

                                           名 称 

                      代表者 職氏名 

 

 

  令和  年  月  日付３１生文文第    号により交付決定した平成３１年度

地区花火大会事業に伴う補助金について、令和  年   月   日付けで実績報告書が

提出された。審査した結果、当地区花火大会事業の成果が、当該補助金の交付決定の内

容及び条件に適するものと認められるので、その額を下記のとおり確定する。  

 

 

     令和    年    月    日 

 

                                                                                    
                                      東京都知事           印 

 

 

 

                  記 

 

 

 １  交付確定額 

   金          円 

  

 ２  交付決定額（既交付額） 

   金          円 

  

 ３  差引返還額 

   金          円 

 

 



 

 

第７号様式（第１６関係） 

                                 

                          令和  年    月    日 

 

   東京都知事  様 

 

                                   申請者  住  所 

                      名 称 

                                           代表者 職氏名        印 

 

 

 

平成３１年度地区花火大会事業精算書 

 

 

令和  年  月  日付３１生文文第   号で額の確定のあった平成３１年

度地区花火大会事業について、下記のとおり精算します。 

 

 

                  記 

 

 

 １  概算受領額 

   金          円 

   

 ２  精算額 

   金          円 

   

 ３  差引額 

   金          円 

   

 ４ 添付書類 

   補助事業に係る収支決算書 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

                         令和  年  月  日 

  東京都知事  様 

                                                 

                 住 所    

                 名 称          

                 代表者 職氏名           印   

 

              誓 約 書 

 

  平成３１年度地区花火大会事業補助金交付要綱第６の規定に基づく補助金等の交 

 付の申請を行うに当たり、当該申請により補助金等の交付を受けようとする（団体

名 ）（代表者、役員者又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）にあっ 

 ては、東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定す 

 る暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。） 

 に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたします。 

  また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱第１８ １（４）の規定により補 

 助金等の交付の決定の取消しを受けた場合において、同要綱第１９の規定に基づき 

 返還を命じられたときは、これに異議なく応じることを誓約いたします。 

  あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、 

 警視庁へ照会がなされることに同意いたします。 

 

 

 

＊この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。 

 ・暴力団又は暴力団が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

 ・暴力団員を雇用している者 

 ・暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

 ・暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

 ・暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者  


